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○議長（山本研一） 

皆さん、おはようございます。 

開会前ですが、場内の皆様に周知させていただきます。本日、議場内に町の花で

あるアジサイを飾らせていただいております。このアジサイは、下延沢在住の山本

靖様より借り受けたものであります。 

皆様に周知させていただくとともに、山本靖様の御厚意に感謝申し上げたいと思

います。 

改めまして、おはようございます。 

これより令和６年開成町議会６月定例会議を開会いたします。 

ただいまの出席議員は１２名です。定足数に達しておりますので、直ちに本日の

会議を開きます。 

午前９時００分 開議 

○議長（山本研一） 

６月定例会議の議事日程（案）につきましては、お手元に送付のとおり、去る６

月１３日に開催されました議会運営委員会において決定されたものです。お手元に

送付のとおりで御異議ございませんか。 

 （「異議なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

御異議なしと認め、６月定例会議の議事日程につきましては、議事日程表のとお

りと決定いたしました。 

直ちに日程に入ります。 

日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

開成町議会会議規則第１２２条の規定により、議長において、４番、井上慎司議

員、５番、武井正広議員の両名を指名します。 

日程第２ 陳情第１号 男女差別撤廃条約選択議案議定書の批准を求める意見書

の提出を求める陳情を議題とします。 

陳情文書表を議会事務局長に朗読させます。 

議長事務局長。 

○議会事務局長（遠藤直紀） 

では陳情文書を朗読いたします。 

陳情第１号、受理番号、第１号、受理年月日、令和６年６月４日。 

件名、女性差別撤廃条約選択議定書の批准を求める意見書の提出を求める陳情。 

陳情者の住所、川崎市多摩区登戸３３９８番地の１、大樹生命登戸ビル、川崎北

合同法律事務所内。 

陳情者の氏名、女性差別撤廃条約実現アクション神奈川代表、湯山薫。 

陳情の要旨、別紙のとおり、付託委員会、常任委員会、付託年月日、令和年月日。 

以上です。 

○議長（山本研一） 
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お諮りします。陳情第１号を所管の委員会に付託したいと思いますが、御異議あ

りませんか。 

 （「異議なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

異議なしと認め、陳情第１号は、総務経済常任委員会に付託いたします。 

日程第３ 一般質問を行います。質問の順序は、通告順に行いたいと思いますが、

御異議ございませんか。 

 （「異議なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

御異議なしと認めます。よって、一般質問は通告順で行います。 

また、明後日６月２３日の日曜議会においても、一般質問を行うこととしており

ますので、本日の持ち時間は１人当たり３０分といたします。 

それでは一般質問に入りますが、質問、答弁は簡潔にお願いします。 

１１番、前田せつよ議員、どうぞ。 

○１１番（前田せつよ） 

皆様おはようございます。議員番号１１番、前田せつよです。通告に従いまして

一般質問をさせていただきます。 

子宮頸がんは「ワクチン接種」と「検診」で万全な予防対策を。 

  子宮頸がんは、ヒトパピローマウイルス、ＨＰＶが原因のがんでございまして、

日本では２０歳から４０歳女性におけるがん死亡の第２位でございます。 

世界保健機構ＷＨＯは、制圧可能ながんと捉え、「ワクチン接種」と「検診」が

対策の両輪としております。 

①子宮頸がん予防のＨＰＶワクチンは、小学校６年生から高校１年生相当の女性

を対象に公費助成で定期接種を無料で受けることができます。国は、平成２５年か

ら９年間、接種勧奨を差し控えていたことから、その期間接種率が大幅に下がった

ため、接種機会を逃した方を対象に実施している「キャッチアップ接種」も合わせ

て推進をしております。その対象年齢は２７歳まででございますが、国からの公費

助成は、令和７年３月３１日までが期限でございます。 

接種の推進が重要と考え、現状と今後の対策を問います。 

②子宮頸がん検診については、国は２０歳から６９歳を対象に、２年に１回「細

胞診」の定期受診を推奨してございます。新たな取組として、今年度から自治体の

判断で導入可能となった「ＨＰＶ検査」がございます。３０歳以上を対象に、細胞

を遺伝子レベルで調べる検診方法でございまして、頻度は５年に１回となるため、

受診者等の負担も軽減される有効な検査でございます。検診の拡充となるＨＰＶ検

査を導入する考えは。 

以上でございます。よろしくお願いします。 

○議長（山本研一） 

町長。 
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○町長（山神 裕） 

おはようございます。前田議員の御質問にお答えいたします。 

まず、子宮頸がんとは特定機能病院愛知がんセンターの情報によれば、子宮の入

口の子宮頸部と呼ばれる部分から発生するがんであります。そのほとんどはヒトパ

ピローマウイルス、ＨＰＶというウイルスの感染が原因であります。このＨＰＶウ

イルスは、性的接触により子宮頸部に感染する。そして子宮の入口付近に発生する

ことが多いため、出血などの症状が早い段階で出現したり、診察において観察や検

査がしやすく、発見されやすい。早期に発見すれば比較的治療しやすく、予後のよ

いがん、しかしながら、進行すると治療が難しいとしています。 

子宮頸がんの予防に関しては、厚生労働省では、予防法としては、ＨＰＶワクチ

ンを接種することで、ヒトパピローマウイルスの感染を予防することが挙げられる。 

また、子宮頸がん検診を定期的に受けることで、がんになる過程の異常の早期の

発見、医師と相談しながら経過観察したり、負担の少ない治療につなげることがで

きるとしております。子宮頸がん検診による早期の発見、早期の治療が重要とされ

るがんであります。 

開成町においても、まずＨＰＶワクチンの接種に関しては、町ホームページ等を

通じて、令和３年１１月に厚生労働省が積極的勧奨を再開したことをお伝えしてお

ります。その上で、現在自己負担なく公費負担によって実施されております、小学

校６年生から高校１年生相当の女性を対象とする定期接種と平成９年度生まれから

平成１９年度生まれの女性を対象とするキャッチアップ接種について御案内をして

おります。 

また検診については、町が集団もしくは個別に実施しております各種がん検診の

１つとして、２０歳以上の女性を対象に、隔年で子宮頸がんの検診を実施しており

ます。 

今後も引き続き国の動向も踏まえ、町民の皆様のがんの予防や早期の発見につな

がる取組を推し進めてまいります。 

それでは１つ目の御質問、ＨＰＶワクチン接種の現状と今後の対策についてお答

えいたします。 

ＨＰＶワクチンは、子宮頸がんの原因となるウイルスの感染を防ぐ効果があると

され、平成２５年４月、予防接種法に基づき、市町村が実施する定期予防接種の対

象に位置づけられました。しかし、接種後に体の複数部分に慢性的な痛みが生じる

副作用が報告されたことなどを受け、国は、その２か月後の平成２５年６月に接種

の積極的勧奨を一時差し控える旨発表いたしました。その後、令和３年１１月、厚

生労働省の厚生科学審議会においてＨＰＶワクチンの安全性について特段の懸念は

認められず、接種による有効性が副作用のリスクを上回ることが認められたことか

ら、個別に接種を勧奨する取組を再開すると発表しました。令和４年４月定期接種

の積極的勧奨が再開され、同時に接種機会を逃した前述のとおりの世代を対象に、

キャッチアップ接種が実施されております。 



－６－ 

ＨＰＶワクチンはおおむね３回の接種が必要とされ、接種終了するまでに約６か

月を要するとされております。また、厚生労働省の調査によれば、対象者の約半数

がキャッチアップ接種のことを知らないと回答しており、その認知度の低さが課題

となっております。 

国は本年度末をもって終了予定のキャッチアップ接種について、この夏までに重

点的に周知活動を展開する方針です。 

自治体向けの説明会を開催するほか、本来の定期接種の上限年齢である高校１年

生相当に対しても、改めて周知活動を実施するとしております。 

開成町としても、ＨＰＶワクチンは若いうちに接種することで高い感染予防効果

を期待できるとされていることから、接種の積極的勧奨を再開した国の方針に応じ

て、未接種者に対して個別の通知を行うとともに、町ホームページやお知らせ版を

通じて周知に努めてまいります。 

次に２つ目の御質問、検査の拡充となるＨＰＶ検査を導入する考えは、について

お答えいたします。 

子宮頸がん検診は厚生労働省のがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための

指針において、その実施を推進する対象に挙げられており、開成町においても、健

康増進法に基づき実施いたしております。 

現行２０歳以上の女性を対象に、２年に１回、問診と子宮頸部の細胞診検査を行

っております。 

受診方法としては、検診実施機関への委託による集団検診及び地域医師会への委

託による個別検診を実施しております。 

令和６年２月、前述のがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針が改

正され、ＨＰＶ検査単独法が検査項目として追加されました。 

ＨＰＶ検査単独法については、細胞診単独法、ＨＰＶ検査単独法、そして細胞診

ＨＰＶ検査併用法の３種類があります。令和６年４月１日以降、実施体制が整った

自治体が選択可能となりました。その対象者は３０歳以上の女性とし、５年に１回

受診することが推奨されております。 

ただ、ＨＰＶ検査陽性者かつトリアージ検査で陰性となった方は、ＨＰＶ検査が

陰性になるまで追跡検査を毎年受け続けることになります。 

ＨＰＶ検査単独法の導入に際しては、ＨＰＶ検査陽性者に対する長期の追跡を含

む制度の管理体制の構築が前提とされ、その管理体制が構築できない場合は、効果

が細胞診単独法を下回る可能性があるとされております。よって、ＨＰＶ検査単独

法の導入にあたっては、神奈川県や検診実施機関、地域医師会などの関係機関の御

理解と御協力が不可欠となります。 

まずは地域の婦人会などと意見交換をし、足柄上地区衛生部会とも連携しながら、

今後の対応を協議してまいりたいと考えております。 

以上です。よろしくお願いいたします。 

○議長（山本研一） 
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  １１番、前田議員。 

○１１番（前田せつよ） 

  １１番、前田せつよでございます。一定の御答弁をいただきましたので、再質問

をさせていただきます。 

今回子宮頸がんは、ワクチンと検診、この２つのフレーズについてしっかりと対

策を取れば、本当になくすことができるということが世界的にも、もうそれが射程

距離に入ったというようなことが世界の医療機関等々に情報が流れているという状

況を踏まえまして、この質問をさせていただきました。 

先ほどの町長答弁の中で、厚生労働省の調査によると、ワクチン接種のことに関

しまして、その対象者、今回はワクチン接種の対象者が２枠あると、１枠はキャッ

チアップ健診、国がそのワクチンを控えていた時期、１７歳から２７歳相当の女性

の方へのキャッチアップ健診というものが、ワクチンの接種というものが課題。も

う１つは、通常、小学校の６年生から行われる定期のワクチン接種という２つの枠

組みがあるわけでございますが、その件に関しまして、先ほど町長答弁では、その

ワクチン接種の対象のキャッチアップ接種のことを本当に知らないと回答していた

方が大変多くて、認知度の低さが課題とされているという御答弁をいただきました。 

町長答弁にもございましたように、国内外のドクターからはその懸念が広がって

おるところでございます。 

実は、東京大学の大学院を卒業され医学博士を取得して、現在、関東中央病院の

産婦人科医長で、４人のお母さんである稲葉可奈子先生、ドクターがいらっしゃる

のですが、この方が子宮頸がん撲滅のために医療専門職有志で情報発信グループと

いうものが誕生いたしました。その代表を務められております。 

その稲葉医師によると、人類が初めて克服し得るがんが子宮頸がんだ。世界は子

宮頸がん撲滅へ進み始めています。ところが、日本では子宮頸がん患者が逆に増え

続けている。予防方法があるのにもかかわらず、あまり知られていないということ

の懸念から、この情報発信グループが誕生したそうでございます。 

それでは、日本がどうしてこの方が浸透していないかというと、先ほど来申し上

げております予防法のワクチン接種と検診のこの両輪が進んでいないという状況下

にあるということだそうでございます。 

  また、世界保健機構ＷＨＯによると、日本の罹患者は毎年約１万１，０００人か

かっていらして、そのうち３，０００人が亡くなっていると、さらに日本の女性の

３０代までにこの治療のために子宮を失う人が毎年約１，０００人いると、そうい

うような、本当に日本としては、接種率や検診率の低いということが、本当に減ら

ない要因ということでかなり頭を痛めているという現状があるそうでございます。 

そこで、まず、本町におけるワクチン接種の現状について伺います。国がＨＰＶ

ワクチンの積極的な勧奨を開始して、先ほどお話したように、対象者が２つの枠組

みになっているわけでございますが、１０年前、この３月の定例会議において、本

町におけるワクチン接種の状況について、同僚議員が質問したことに対して、町長
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が答弁しておるものがございますので、御紹介をしたいと思います。 

平成２６年３月時点、１０年前の開成町、子宮頸がんワクチン接種を３回まで終

了した方の割合は、当時、１０年前、高校２年生は、８９％、高校１年生は、９２％、

中学３年生は、８４％、中学２年生は、８２％という町長答弁でございました。 

  今現状、本町におけるこのワクチン接種の実施状況についてお伺いいたします。 

○議長（山本研一） 

  保険健康課長。 

○保険健康課長（土井直美） 

それでは、前田議員の質問にお答えいたします。現在、ワクチンの接種状況につ

いてでございますけれども、対象者数が６年生相当１１歳が、１８８人のうち接種

３回終えた方はゼロ人でございます。１２歳相当が２１６人で、１３人、１３回接

種しております。１３歳相当が１名接種しております。１４歳相当が２２名、１５

歳が２９名、１６歳相当が２２名で１００、延べでございますけれども、１０５名

の方が１１歳から１６歳までに接種をしております。１１歳から１６歳までの対象

人数といたしましては、１，１４２人でございます。 

  以上でございます。 

○議長（山本研一） 

  １１番、前田議員。 

○１１番（前田せつよ） 

今の数字を皆様、課長から伺って、どう思われましたでしょうか。かなりやはり

接種率が際立って下降しているという、本当に厳しい状況を目の当たりにするわけ

でございます。 

そこで、本町として、このワクチン接種をどのように推進していくか、それにつ

いて御質問をさせていただきます。 

例えば小学校ですとか、中学校等と連携して、接種率を上げていく、ワクチン接

種の接種率を上げていくとか、具体にその辺の真剣な動きをやっていくんだ。その

ような御答弁をぜひとも伺いたいと思います。 

○議長（山本研一） 

保険健康課長。 

○保険健康課長（土井直美） 

それでは前田議員の御質問にお答えいたします。キャッチアップ接種が再開され

たのが令和４年でございます。それまで控えていた方が多いということで、それか

ら再開したわけでございますけれども、令和４年度に定期接種の対象者に対して個

別通知を送っております。また、今年度も、本日、キャッチアップ対象者と定期接

種の対象者に個別通知を送付する予定でございます。それはやはり、来年の３月で

キャッチアップ接種が終了してしまうということもありますので、通知を差し上げ

るところでございます。 

厚生労働省の調査におきましても、やはり地方自治体から直接の通知が行くとい
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うのが、保護者等におきましても、やはり大事な通知なんだという感覚が強かった

というのもございますので、そういうことをしてございます。 

ほかにホームページやお知らせ版等でワクチン接種等のことも載せておりますし、

がん検診につきましても、今年度のがん検診の対象者、初年度対象者が２０歳でご

ざいますけれども、その方にもクーポン券等を送るなどの措置をしてございます。 

  以上です。 

○議長（山本研一） 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

担当課長のほうからの御説明で、ちょっと一部言葉足らずのところがあったかな

と思われましたので、答弁させていただきます。 

まず再開されたのは、定期接種が再開されたのではなく、国による積極的勧奨が

再開されたと理解しております。 

また先ほど、当初の答弁で申し上げましたけれども、一旦積極的勧奨が差し控え

られた期間が９年間ございました。その点が、その後の接種率であったり、定期健

診の認知度であったり、のところに影響していることは明らかかなと思います。そ

れらの経緯も踏まえまして、町といたしましては、現在、定期接種が行われている

こと、そしてキャッチアップ健診が行われていること、また定期接種が来年３月、

今年度末で終わるということの周知に努めてまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（山本研一） 

  １１番、前田議員。 

○１１番（前田せつよ） 

今キャッチアップの件に関しましては今年度末、また定期接種が再開されたと、

この２つに関しては、個別の御案内も含めて町は取り組んでいくという御答弁でご

ざいました。 

  どのような機会を捉えて、それを町民に周知するかと、先ほど来、様々なＳＮＳ

等を使っての周知、それはもちろんのことでございますけれども、例えば、教育委

員会部局と連携をして、小学校、中学校の場面でそれを周知するですとか、また、

例えば、対象年齢の方ではなくても、お孫さんのことを、お子さんのことという捉

え方で、様々な諸団体において、この子宮頸がんの取組についてしっかりと町の隅々

まで知らせるとそれについての意欲をお聞かせ願いたいと存じます。 

○議長（山本研一） 

  保険健康課長。 

○保険健康課長（土井直美） 

やはりワクチンと検診の大切さというのを町民の皆様に周知するということで、

そういった通知だけではなく様々な機会を捉えて周知するということで、そのほか

の町でやっております検診の機会ですとか、あとそういった方々が集まるとき、若
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いお母さんたちが集まる機会ですとか、子どもたちのいるときに、そういった周知

する機会があれば、ぜひともやっていきたいと、周知していきたいと思っておりま

す。 

○議長（山本研一） 

  １１番、前田議員。 

○１１番（前田せつよ） 

それでは小項目の２つ目、子宮頸がんの検診の方針転換がなされたという関係で、

ＨＰＶ検査を厚労省が容認されて、今までの細胞診という２年に一度の検査だけで

はなく、３０歳以上を対象にしたＨＰＶ検査というものが動き出したところでござ

います。 

これは、実はこの検査方法の見直しによって、子宮頸がんの撲滅が図られるとい

う思いから進んでおるところでございまして、平成２２年度は、このＨＰＶ検査の

導入は市区町村では１３．８％、２３８の自治体が既に取り組んでおるところでご

ざいます。今年度になりましても、横浜市さん等々県内でも、その検診方法を取り

入れたという状況にあるわけでございます。 

この検診のその精密度というのが９５％あると、顕微鏡レベルで遺伝子レベルで

調べられるという大変有益なもので、３０歳以上対象に、５年に１回で十分である

という医学的な見地も出されておるところでございます。この体制をぜひとも開成

町は、早期にこの体制整備に着手していただきたいという思いで御質問をさせてい

ただきます。 

○議長（山本研一） 

  保険健康課長。 

○保険健康課長（土井直美） 

議員のおっしゃるとおり、ＨＰＶ検査が陰性になった方は５年に１回でいいとい

うことで受検者にとっても負担が少ないということでございます。 

  ですが、先ほど答弁の中にも言いましたとおり、その後、陽性になった方等の管

理等の追跡調査等の制度の構築が前提となっております。それらの管理体制が構築

できないときには、効果が細胞診を下回るということもありますので、まずは諸団

体、医師会とか、そういった地域の婦人科医などと連携しながら、それに対応を協

議して、それから検討を進めていきたいと思っております。 

○議長（山本研一） 

  １１番、前田議員。 

○１１番（前田せつよ） 

ただいま課長御答弁いただいたように、確かに体制整備をするというものの準備

があるということは存じておるところでございます。 

ただ、町としてできること、例えば、ＨＰＶ検査について、前もって町の担当す

る職員にその研修を受ける等々をしながら、いつ、その諸団体との連携がかなって、

このＨＰＶ検査、９５％の精密のあるＨＰＶ検査を導入してもいいような準備をし
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ていくとそのぐらい覚悟を持った町体制づくりをするべきだと思いますが、いかが

でしょうか。 

○議長（山本研一） 

  保険健康課長。 

○保険健康課長（土井直美） 

  もちろん細胞診だけでなく、今言われたＨＰＶ検査が５年に１回ということです

から、そういった有効性も含めて連携しながら対応を、ぜひとも協議していって情

報共有を図っていきたいと思っております。 

○議長（山本研一） 

  １１番、前田議員。 

○１１番（前田せつよ） 

先ほど来、この検査の方法としては、細胞診の精密度は、７０％にすぎないと、

ＨＰＶは９５％というその数値、これをしっかりと共通の認識としていただいて、

子宮頸がんはワクチン接種と検診で万全な予防対策ができると、このような認識を

皆さんと共に共有したいと思います。子宮頸がんの撲滅が際立って進んでいるのが

開成町だ、と言われるように、私も含めて、それぞれの立場で大きく動かれていか

れますことを期待いたしまして、私の一般質問を終わりにさせていただきます。 

○議長（山本研一） 

これで前田議員の一般質問を終了といたします。 

  以上をもちまして本日の一般質問を終了いたします。 

  暫時休憩といたします。再開を９時４０分といたします。 

午前９時３２分 

○議長（山本研一） 

  再開いたします。 

午前９時４０分 

○議長（山本研一） 

  日程第４ 発議第２号 開成町議会ハラスメント防止条例を制定することについ

て、を議題とします。 

趣旨説明を提案議員に求めます。 

前田せつよ議員、どうぞ。 

○１１番（前田せつよ） 

  発議第２号 開成町議会ハラスメント防止条例を制定することについて。 

上記の議案を別紙のとおり、地方自治法第１１２条及び開成町議会会議規則第１

３条第２項の規定により提出します。 

令和６年６月２１日提出。 

提出者、開成町議会議員前田せつよ、賛成者、武井正広、井上慎司、星野洋一。 

提案理由。開成町議会議員間のハラスメント及び議員と職員との間のハラスメン

トを防止し、及び根絶するための措置を講じ、並びにハラスメントを受けた者に配
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慮することにより、全ての議員及び職員が個人としての尊厳を尊重され、良好な職

場環境を確保することで、町制の効率的運用に寄与し、もって町民及び社会から信

頼される議会及び町政の実現を図るため、開成町議会ハラスメント防止条例の制定

を提案いたします。 

それではまず、この条例の制定経緯、理由について御説明いたします。 

最近のニュースにおいて、議会を含む地方公共団体におけるハラスメントの事件

や問題が数多く報道されています。 

ハラスメントは、これを受けた者の尊厳を傷つけ、精神的、肉体的にも回復不能

な被害をもたらすこともあり、これにより被害を受けた者が職務遂行できなくなっ

たり、また組織としても、職場環境の悪化や人材の喪失、行政の停滞、住民から不

信感を抱かれるなど、様々な弊害が起こり得ます。殊さら議員の場合は、住民の代

表者という立場から、職員との関係は、ハラスメントの問題が顕在化しにくいとい

うことが他市町村の事例からも見受けられます。 

よって、一議員として、自らが思っている以上に、常日頃から襟を正し、その言

動が相手方にどのように受け止められるのかを考え、細心の注意を払う必要があり

ます。 

これまで国においては、ハラスメントのない社会の実現に向けて、雇用の分野に

おける男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律などの改正により、ハラス

メントの防止対策の法制化やその強化がなされてきました。このような法整備が進

む中、他の市町村においては、ハラスメントに係る具体的な事案が発生したことを

契機に、ハラスメントの防止等をすることを目的とした条例が制定されているとこ

ろです。 

開成町議会においては、幸いにしてハラスメントに係る問題が生じていませんが、

数年前に職員間においてセクシャル・ハラスメントの事件が起こりました。当時そ

の件について全ての議員は、大きな憤りを感じたところでございます。 

このような事件を経験した開成町議会としては、今現在、具体的な議員絡みのハ

ラスメントの問題が発生しているわけではありませんが、他市町村の事例を見ても

明らかであるとおり、いつ議員がハラスメントの当事者となるかもしれず、また議

員という立場から、そのようなことが起こり得る可能性がゼロではないことから、

このたび開成町議会におけるハラスメントの防止及び根絶を図るため、開成町議会

ハラスメント防止条例の制定に至ったところです。 

本条例の制定に向けて、開成町議会では、弁護士を招いて、ハラスメントに係る

法的側面から専門的な知識を習得する機会を設け、そこでは全議員が参加して、ハ

ラスメントの具体的事例を参考にしながら、注意すべき言動などについて学びまし

た。そして昨年１０月から半年以上かけて、条例案について、各条文ごとにその規

定ぶりや文言等について、これを精査し、検討を重ねてきたところです。 

  また、さきの事件の教訓として、単に条例をつくるのみならず、その具体的運用

や相談窓口の設置、各議員がハラスメントに対する知識やなすべき行動を身につけ
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るためのよりどころとなるものなどを、条例制定に併せて整備することが必要であ

るという認識から、ハラスメントの相談等に対応するための具体的手続、その流れ

を示した開成町議会ハラスメント防止指針を作成しています。 

また、昨今の議員の成り手不足という問題に対して、議会や行政の経験のない方

また町民の方々が安心して議員となり、活動できるための後押しのような存在に、

この条例がなるとも考えているところでございます。 

それでは、条例の具体的な内容について説明をいたします。 

この条例は、前文及び附則と１０条から成る本則から構成されています。 

  条例の題名は、開成町議会ハラスメント防止条例となっています。文字どおり開

成町議会におけるハラスメントを防止するという条例の目的を表したものになって

います。 

  次に、前文についてです。前文のついた条例は多くはありませんが、ハラスメン

トに対する議会の意思を明確にするためにも、これを設けました。 

  第１条は、条例の目的について規定しています。ここでは、条例において防止し、

根絶するための措置を講ずるべきハラスメントの対象を、議員間のハラスメントと

議員と職員間のハラスメントと明記しています。これにより、条例が想定するハラ

スメントの体系として、①議員から議員へのハラスメント。②議員から職員へのハ

ラスメント。③職員から議員へのハラスメントの３つのパターンとなります。 

  そして、ハラスメントを受けた者に配慮するということを条文に掲げていること

から、例えば、本条例の各種手続を行う際においては、ハラスメントを受けた者の

意向がしっかりと尊重されるべきことを示したものになっています。 

  第２条は、用語の定義になります。第１項においては、この条例におけるハラス

メントに当たる行為を規定しており、パワー・ハラスメント、セクシャル・ハラス

メント、妊娠、出産、育児または介護に関するハラスメント、そして、その他のハ

ラスメントの４つの行為としております。 

  第２項においては、職員の定義を規定しています。 

  第３条は、議長の責務について規定しています。 

  第１項では、ハラスメントの防止及び根絶に努め、ハラスメントに起因する問題

が生じた場合は、これに迅速かつ適切に対応することが議長に求められています。 

  第２項では、ハラスメント防止等に関する指針を定め、これを周知徹底するとと

もに、ハラスメントに対する相談に的確に応ずるため、必要な相談体制を整備をす

ることが議長に求められています。 

  第４条は、議員等の責務について規定しています。 

  第１項では、議員は他の議員及び職員に対して、そして職員は議員に対してハラ

スメントをしてはならない旨、条例上義務を課しています。 

  第２項では、議員に対して、議会におけるハラスメントの防止のための責務を規

定しています。そこでは、指針を遵守して、ハラスメントの防止に努められなけれ

ばならないと規定しています。 
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  第３項は、不本意ながら、議員自らがハラスメントを行った者と指摘された場合

における議員の責務規定となります。 

  第４項では、議員が他の議員が関わるハラスメントに遭遇した場合に取るべき対

応について定めています。 

  第５条は、調査及び研修並びにハラスメント相談窓口の設置について規定してい

ます。 

  第１項では、議長は、ハラスメントの防止及び根絶を図るため、必要に応じて実

態を把握するための調査を実施し、議員に対して必要な研修を行うものとしていま

す。 

  第２項では、議長はハラスメントに関する報告及び相談に対応し、その円滑かつ

公正な解決を図るために、ハラスメント相談窓口を設置するものとしています。 

  具体的な事件が発生してからではなく、本条例により、恒常的な窓口としてハラ

スメント相談窓口を設置することで、より相談しやすい、また、迅速な対応も期待

できる体制となっています。 

  第６条は、事実関係の把握について規定しています。 

第１項では、その前段において議長は、ハラスメント相談窓口に議員または職員

からハラスメントに関する報告または相談があったときは、速やかに当該報告、ま

たは相談に係る事実関係の把握をする旨規定しています。ここでいう報告とは、さ

きの第４条第４項に規定した議員が、他の議員が関わるハラスメントに遭遇した場

合の議長への報告を指しています。 

  第１項の後段では、職員がハラスメントを行ったものであった場合、当該職員に

対して、議長が行う調査への協力を促す規定となっています。 

  第２項及び第３項は、ハラスメントを行った者が職員である場合で、当該職員が、

第１項後段の議長の事実関係の把握の要請に協力しないときの対処規定です。 

  第４項は、極力、ハラスメントを受けた者が安心してハラスメント相談窓口への

相談が可能となるよう、ハラスメントを受けた者に配慮する旨の規定です。 

  第７条は、氏名の公表、その他の措置等について規定しています。ここでいう氏

名の公表は、懲罰的な意味での公表ではなく、周りの者が知ることで、ハラスメン

トに対する注意喚起をすることができる。注意喚起につながるという再発防止に資

することとなるという考えの下によるものです。 

  氏名公表は、議長が講ずべき措置の例示として挙げていますので、必ずしも全て

の場合に氏名公表をするわけではございません。 

  第８条は、議長の職務代行について規定しています。 

  第９条は、被害を受けた者等のプライバシーの保護等について規定しています。 

  第１項では、議員に対してハラスメントの被害を受けた者やその関係者のプライ

バシー保護のため、これに十分配慮し、ハラスメントに関して、職務上知り得た秘

密を漏らすことがないよう規定するものです。議員を退いた後も同様としておりま

す。 
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第２項は、ハラスメント相談窓口への相談者に対してハラスメント発生後及び第

７条第１項の措置、または要請後におけるフォローを議長が実施することを規定し

ています。 

別に定めるところによりとあるとおり、具体的な実施主体は、ハラスメント相談

窓口としています。 

第２項の規定は、他市町村議会のハラスメントに関する条例にはない本条例特有

のものとなってございます。 

ハラスメントを受けた者は、周りの人の目や接し方などがとても気になるものと

推察されますから、相談して終わりということではなく、引き続きハラスメント相

談窓口として、できる限りのフォローをしていくという体制をしくことで相談しや

すい環境をつくり出すことができます。また。そのようなことが、本条の目的に沿

うものであり、本条例の存在意義の１つにもなると考えます。 

第１０条は、条例に定めるもののほか、条例の施行に関し、必要な事項は議長が

定める旨、委任について規定しています。 

附則第１項は、この条例は公布の日から施行する旨規定しています。 

  附則第２項は、継続的な検討として、議会は、この条例の目的の達成状況、その

他、施行の状況について検証に努め、社会情勢、その他の状況の変化を踏まえ、必

要に応じて、この条例の見直し、その他の所要の措置を講ずるものとすると規定す

るものです。 

開成町議会は、先行する多くの他市町村議会のハラスメントに関する条例の制定

経緯とは異なり、具体的な議員によるハラスメント問題があったことを契機として、

この条例を制定するに至ったわけではございません。 

しかし、万が一、今後具体的な案件が発生し、この事実関係の把握などの調査に

ついて本条例における対応スキームでは解決できないようなケースが現れるかもし

れません。よって、定期的に条例の見直しを行う必要性は高く、本附則第２項は意

義あるものと考えます。 

なお、本条例については、議員が関係するハラスメントを対象としていることか

ら、ハラスメント相談窓口も議会事務局に置き、本条例自体の所管の議会事務局に

なります。 

以上が、条例の内容についての説明になります。 

最後に、開成町議会の議員全ての職員が１人の人間として尊厳が保たれ、快適に

かつ安心して働く環境が担保され、議員も、職員もその能力を存分に発揮し、ひい

てはさらなる町民サービスにつなげていかなければなりません。 

  議員の皆様には御理解をいただきますよう申し上げて、提案趣旨の説明とします。 

  説明を終わります。 

○議長（山本研一） 

  説明が終わりましたので、質疑に入ります。 

  質疑をどうぞ。 
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 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  ないようですので、続いて討論を行います。 

  討論のある方いらっしゃいますか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  討論がないようですので、採決を行います。 

  発議第２号 開成町議会ハラスメント防止条例を制定することについて、原案に

賛成の方は賛成ボタンを反対の方は反対ボタンを押してください。ボタンの押し忘

れはございませんか。採決を締め切ります。 

 （賛 成 全 員） 

○議長（山本研一） 

  採決の結果、賛成全員によって可決しました。 

  日程第５ 同意第２号 教育委員会委員の任命について、を議題とします。 

  議案の説明を町長に求めます。 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

提案理由。教育委員会委員のうち１人の任期が令和６年６月３０日をもって満了

となるため、後任の教育委員を任命したいので提案いたします。 

今回新たに教育委員として任命する井上真由美さんは、平成１２年３月に、洗足

学園短期大学幼児教育科を御卒業され、その後、玩具専門店において御勤務されま

した。 

令和５年度においては、開成幼稚園ＰＴＡ広報委員長及び開成小学校ＰＴＡ保健

厚生全学年委員長を歴任し、保護者の立場として、幼稚園、小学校関係の業務に従

事されました。 

ただいま御紹介したとおり、学校や地域との関わりに精通しており、本町の教育

行政全般に対しても、深く理解されております。 

以上のことから、教育委員として適任と考え、井上さんの任命について議会の同

意を求めるものであります。 

任期は、令和１０年６月３０日までの４年間です。 

参考までに、略歴を添付してございますので、御参照ください。 

  よろしくお願いいたします。 

○議長（山本研一） 

  説明は終わりましたので、質疑に入ります。 

  質疑をどうぞ。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  ないようですので、続いて討論を行います。討論のある方いらっしゃいますか。 
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 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  討論はないようですので採決を行います。 

  同意第２号 教育委員会委員の任命について。原案に賛成の方は賛成ボタンを、

反対の方は反対ボタンを押してください。ボタンの押し忘れはございませんか。採

決を締め切ります。 

 （賛 成 全 員） 

○議長（山本研一） 

  採決の結果、賛成全員によって同意しました。 

  日程第６ 諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることにつ

いて、を議題とします。 

 議案の説明を町長に求めます。 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

提案理由。人権擁護委員のうち、１人の任期が令和６年９月３０日をもって満了

になるため、その後任者を法務大臣へ推薦したいので議会の意見を求めます。 

なお、今回推薦したい高島幸代さんは、昭和５７年から小学校教諭として勤務さ

れ、社会の実情に通じ、教育者として中立、公正さを兼ね備えられております。 

さらに、民生委員、児童委員として、相談、見守り活動に従事するなど、幅広い

分野で活躍されております。 

現在においても、女性、子どもの人権に関心があり、人権問題に大変意識が高く、

人格、識見とも高く評価されるので、ここに推薦いたします。 

任期は令和９年９月３０日までの３年間です。参考までに、略歴を添付しており

ますので御参照ください。よろしくお願いいたします。 

○議長（山本研一） 

説明は終わりましたので、質疑に入ります。質疑をどうぞ。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

ないようですので、続いて討論を行います。 

討論のある方いらっしゃいますか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

討論はないようですので、採決を行います。 

諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて、原案

に賛成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押してください。ボタンの押

し忘れはございませんか。採決を締め切ります。 

 （全 員 賛 成） 

○議長（山本研一） 
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採決の結果、賛成全員によって、推薦者を適任と認めることに決定しました。 

  日程第７ 議案第２９号 開成町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例を制定することについて、を議題とします。 

  提案理由を町長に求めます。 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

提案理由。国の家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準が改正されたこと

から、小規模保育事業及び事業所内保育事業において、従事する保育士等の配置基

準を改めるため、開成町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例の制定を提案いたします。よろしくお願いいたします。 

○議長（山本研一） 

  細部説明を担当課長に求めます。 

  こども課長。 

○こども課長（田中美津子） 

それではファイル名０３、議案第２９号 開成町家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を制定することについて、を御

覧ください。 

令和５年１２月２２日に閣議決定されました、次元の異なる少子化対策の実現に

向けて作成されました、こども未来戦略において、今後３年間集中的に取り組むべ

き政策、いわゆる加速化プランの１つとして、安心して子どもを預けられる体制整

備を急ぐため、令和６年３月１３日、内閣府令として、家庭的保育事業等の設備及

び運営に関する基準の一部改正が行われ、満３歳以上の保育士職等の保育職員配置

の最低基準について見直しが行われました。町条例は、国の政令に基づいて定めて

いるため、当該条例の改正を行うものでございます。 

また、現在、開成町内において、本条例に定めている施設はございません。 

それでは条文の説明をいたします。１ページ進んでいただき、２ページ目を御覧

ください。 

開成町条例第 号。 

開成町家庭的保育事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例。 

開成町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

表を御覧ください。右が改正前、左が改正後でございます。 

第３０条は、小規模保育事業Ａ型。第３２条は小規模保育事業所Ｂ型。第４５条

が、事業所内保育事業所。次のページ中段の第４８条は、小規模型事業所内保育事

業所についての規定です。各条とも第２項として、保育士または保育従事者の数を
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定めており、第３号は、満３歳以上４歳に満たない児童について、改正前、おおむ

ね２０人につき１人から改正後、おおむね１５人につき１人に改正しております。 

第４号は、満４歳以上の児童について、改正前はおおむね３０人につき１人から

改正後はおおむね２５人に１人に改正するものです。 

附則でございます。施行期日は、公布の日から施行する。 

また、第２項、経過措置といたしまして、保育士及び保育従事者の配置の状況を

考慮し、保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるときは、当分の間、今回改正した

条項による改正後の規定は適用しない。この場合においてこの条例における改正前

の規定は、この条例の施行日の日以降においても、なおその効果を有するとしてお

ります。 

  説明は以上です。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○議長（山本研一） 

  説明は終わりましたので質疑に入ります。質疑をどうぞ。 

  １番、清水議員。 

○１番（清水友紀） 

１番、清水です。本町においては、公立の保育園というのがございませんので、

こちらの条例に関しては、指導や監査ということは、特に行われないという認識で

よろしいでしょうか。 

○議長（山本研一） 

  こども課長。 

○こども課長（田中美津子） 

ただいまの清水議員の御質問にお答えいたします。公立の保育園というものが開

成町はないということでございますけれども、本条例につきましては、町、認可保

育所につきましては、県の条例で定めておりまして民間保育所、今回改正しました

家庭的保育事業所等につきましてはこの条例で定めたものにおいて、町が認可をす

るものでございますので、もしこれからこの事業所が出た場合には監査等は町の責

務において行うということになります。 

○議長（山本研一） 

  ほかに質疑はございませんか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  ないようですので、続いて討論を行います。討論のある方いらっしゃいますか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  討論はないようですので、採決を行います。 

  議案第２９号 開成町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部基準

を定める条例の一部を改正する条例を制定することについて、原案に賛成の方は賛

成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押してください。ボタンの押し忘れはござい
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ませんか。採決を締め切ります。 

 （賛 成 全 員） 

○議長（山本研一） 

採決の結果、賛成全員によって可決しました。 

日程第８ 議案第３０号 工事請負変更契約の締結について（令和５年度旧開成

町営住宅四ツ角団地解体工事（繰越））を議題とします。 

  提案理由を町長に求めます。 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

  提案理由。令和５年度旧開成町営住宅四ツ角団地解体工事（繰越）繰越の工事請

負変更契約を締結したいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処

分に関する条例第２条の規定により提案いたします。よろしくお願いいたします。 

○議長（山本研一） 

  細部説明を担当課長に求めます。 

  財務課長。 

○財務課長（高島大明） 

それでは、議案第３０号 工事請負変更契約の締結について、を御説明いたしま

す。 

令和５年度旧開成町営住宅四ツ角団地解体工事費（繰越）について、次のとおり

請負変更契約を締結するものです。 

１、契約の目的、令和５年度旧開成町営住宅四ツ角団地解体工事（繰越）。 

２、契約金額、一金、６，３２９万７，３００円。 

３、契約工期、令和６年２月１４日から令和６年７月３１日まで。 

４、契約の相手方、渡辺建設株式会社神奈川西営業所。 

続いて、次のページを御覧ください。変更内容についての資料となります。 

１、事業内容は、工事の事業名、工事場所、工事概要となります。 

基本的には、当初契約時と同様ですが、上から３つ目、工事概要の方を御覧くだ

さい。工事概要のうち、（２）敷地内敷均し及び、防草シート設置については、変

更後の面積である７７４平方メートルとなっております。 

次に、２、変更理由を御覧ください。 

施工開始した後で判明した現地の状況などにより施工内容を変更するものになり

ます。 

１、増額対象について説明いたします。 

増額対象については、主に記載の７項目について工事が増となるものです。特に

（３）の周辺地盤への影響を考慮した山留工事の追加と、（７）の当初の見込みと

比較しての発生材の増において増額が大きくなっております。 

２、減額対象については、記載の２項目について減工、または廃工となるもので

す。 
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次に、３、事業費について、御覧ください。こちらに記載の額は消費税及び地方

消費税込みとなっております。 

変更前契約金額は、５，８２２万３，０００円、変更後契約金額は、６，３２９

万７，３００円、増減額としては５０７万４，３００円の増となるものです。 

説明は以上になります。 

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○議長（山本研一） 

  説明が終わりましたので、質疑を行います。質疑をどうぞ。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

ないようですので、続いて討論を行います。 

討論のある方いらっしゃいますか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

討論がないようですので、採決を行います。 

議案第３０号 工事請負変更契約の締結について（令和５年度旧開成町営住宅四

ツ角団地解体工事（繰越））、原案に賛成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボ

タンを押してください。ボタンの押し忘れはございませんか。採決を締め切ります。 

 （賛 成 全 員） 

○議長（山本研一） 

  採決の結果、賛成全員によって可決しました。 

  日程第９ 議案第３１号 令和６年度開成町一般会計補正予算（第１号）につい

て、を議題とします。 

  予算書の説明を順次、担当課長に求めます。 

  財務課長。 

○財務課長（高島大明） 

それでは、議案第３１号 令和６年度開成町一般会計補正予算（第１号）につい

て御説明いたします。資料は２ページを御覧ください。 

第１表 歳入歳出予算補正の歳入です。 

１４款国庫支出金、２項国庫補助金から２０款諸収入、４項雑入まで補正額の計

は１億７，４６６万３，０００円の増額です。 

続いて、資料は３ページを御覧ください。歳出になります。 

２款総務費、１項総務管理費から１３款予備費、１項予備費まで、補正額の計は、

１億７，４６６万３，０００円の増額です。歳入歳出共に、１億７，４６６万３，

０００円の増額をいたしまして、総額７４億４，３６６万３，０００円の予算額と

するものです。 

続いて補正予算の詳細説明に移ります。歳入歳出補正予算事項別明細書により御

説明させていただきます。資料は７ページを御覧ください。２、歳入です。 
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○参事兼企画政策課長（岩本浩二） 

それでは説明をさせていただきます。歳入、１４款国庫支出金、２項国庫補助金、

１目総務費国庫補助金、地方創生交付金、補正額１億４，５１３万５，０００円で

ございます。 

説明欄、１つ目、デジタル田園都市国家構想交付金２４５万円の減となります。 

こちらは国のデジタル田園都市国家構想交付金を活用いたしまして実施予定であり

ました。県西地域活性化プロジェクトに位置づけた事業につきまして、神奈川県を

中心に県西２市８町と合同で申請を行い、採択に向けて努力してまいりましたが、

結果、不採択となりましたので、減額をお願いするものでございます。 

なお不採択の結果を受けまして、交付金対象の県西地域活性化プロジェクトの構

成事業、広報広聴費において１４５万円、企画費において１００万円については財

源更正を行いまして、一般財源を充てて実施してまいります。 

説明欄の２つ目になります。物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金１億４，

７５８万５，０００円です。物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金につきまし

ては、エネルギー、食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援

に要する費用のうち、地方公共団体が負担する経費に充てるため、国が交付する交

付金でございます。低所得世帯支援をはじめといたしまして、学校民間保育所給食

費の保護者負担軽減事業等に充当してまいります。 

○こども課長（田中美津子） 

続いて、３目民生費国庫補助金、６節子ども・子育て支援事業費補助金、説明欄、

児童手当制度改正実施円滑化事業補助金３０３万９，０００円の増額です。児童手

当制度の抜本的拡充について、円滑に事務を進めるための業務システム改修費用に

係る国庫補助金になります。補助率は１０分の１０です。 

○参事兼学校教育課長（田中栄之） 

続きまして、７目教育費国庫補助金、４節公立学校費補助金、説明欄、公立学校

情報機器整備費補助金４１万６，０００円の増額でございます。 

  こちらは公立学校情報機器活用支援体制整備補助金につきまして、令和６年４月

１日付で交付決定を受けたことから予算計上するものでございます。 

○参事兼企画政策課長（岩本浩二） 

  すみません。続きまして、１７款寄附金、１項寄附金、２目総務費寄附金、地方

創生応援税制に係る寄附金４５万円でございます。 

  すみません。こちらちょっと後ほど御説明をさせていただきます。 

○参事兼学校教育課長（田中栄之） 

  続きまして１８款繰入金、１項基金繰入金、４目育英奨学基金繰入金、１節育英

奨学基金繰入金２４万円の増額でございます。 

  育英奨学金の運営につきましては、令和６年度は新規利用者１名分の所要額を当

初予算に歳出計上してございます。結果的に新規利用者が２名となりましたことか

ら、貸付原資が不足となるため、育英奨学基金から繰入充当をするものでございま
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す。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 

続きまして、２０款諸収入、４項雑入、１目雑入、説明欄、自治総合センターコ

ミュニティ事業助成金（一般コミュニティ）分２５０万円、こちらは歳出で御説明

させていただきますが、町内自治会に対する備品整備事業に充当するものでござい

ます。同じくその下の地域防災組織分１９０万円、こちらにつきましても歳出で御

説明させていただきますが、自主防災会に対する防災備品整備事業に充当するもの

でございます。 

○保険健康課長（土井直美） 

  その下、４節衛生費雑入、新型コロナ定期接種ワクチン確保事業に対する助成金

２，０９８万３，０００円でございます。こちらは歳出で説明いたします、コロナ

ワクチン接種費用に対する助成金になります。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 

  それでは次の８ページを御覧ください。歳出になります。２款総務費、１項総務

管理費、上から３つ目の６目交通防犯費、説明欄、交通安全対策推進事業費４５万

６，０００円でございます。こちらにつきましては、毎月１日、１５日など、児童

生徒の登下校時に地域住民やＰＴＡ等の登校指導者が横断歩道で使用する横断旗暖

気４５０本を購入するものです。 

  なお、補正額の財源内訳、その他、先ほど歳入でもありましたけれども、４５万

円につきましては、交通安全対策として横断旗購入事業に御賛同いただいた企業か

らの寄附による企業版ふるさと納税を活用して購入費に充当させていただくもので

ございます。 

○参事兼総務課長（山口哲也） 

続きまして、７目電算管理費、１８節負担金補助及び交付金、説明欄、電算シス

テム管理費になります。 

町村情報システム共同事業組合負担金４７９万１，０００円の増です。児童手当

制度拡充に伴うシステム改修と、給付金定額減税一体支援事業に伴うシステム改修

費用になります。補助率は１０分の１０です。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 

次に１０目協働推進費、説明欄、コミュニティ活動強化関係費２６０万円、コミ

ュニティ活動の強化を図るため、一般財団法人自治総合センターのコミュニティ事

業助成金を活用して、自治会備品等の整備をするものでございます。 

今年度の助成といたしましては、金井島、上延沢、榎本、下島の４自治会の備品

整備事業に充てるものでございます。 

○参事兼福祉介護課長（中戸川進二） 

続きまして３款民生費、１項社会福祉費、１２目価格高騰重点支援給付金関係費

でございます。 

説明欄、低所得者支援及び定額減税補足給付金給付関係費１億４，２４５万１，
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０００円の増額でございます。 

こちらにつきましては、令和５年１１月２日に閣議決定した内容に基づきまして、

歳入で計上させていただいた、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を原資に

主要経費を予算措置するものでございます。 

対象者等給付額でございます。新たに令和６年度住民税均等割の非課税となる世

帯に１０万円、また新たに令和６年度住民税均等割のみ課税となる世帯に１０万円、

これらの世帯に１８歳以下の子ども１人につき５万円です。また、このたび定額減

税をし切れなかった方に対して、１人当たり４万円を上限に給付する内容となって

ございます。 

  説明欄でございます。会計年度任用職員報酬、職員手当等費用弁償は当該事務を

処理するための人件費とそれに付随する経費となってございます。 

  そのほか、事務用の消耗品費、各種通知の郵送費としての通信運搬費、口座振込

手数料、通知等の印刷代としての事務機器保守業務委託料、障害のある方の就労を

支援する事務所に通知の封入を委託する障害者優先調達委託料をそれぞれ計上をさ

せていただいております。 

最後の低所得者支援及び定額減税補足給付金１億３，９８１万円は、給付金とな

ってございますが、対象者数でございますが、住民税の課税条件による低所得者向

けの給付金分が３５０世帯とそれに子ども加算分として７０人分を見込んでござい

ます。また定額減税による補足給付分として３，０００人分をそれぞれ見込んでご

ざいます。 

○こども課長（田中美津子） 

  ページは９ページにお進みください。 

同じく民生費、２項児童福祉費、２目児童措置費、説明欄、民間保育所等運営支

援事業費給食食材費高騰対策交付金１０５万１，０００円の増額です。町内の認可

保育所３園に対し、給食食材費の物価高騰に対し補助するものでございます。 

  食材価格の高騰が続いており、町内認可保育所においては、給食の質を確保する

ため、令和５年に給食費の値上げをして対応しているところでございますが、さら

なる高騰により負担が大きい状況にあるため、物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金を活用して補助を行うものです。 

  積算につきましては、各保育所の当初予算額に物価高騰上昇率と給食費の値上げ

率の差額分を乗じた額としております。 

○保険健康課長（土井直美） 

  続きまして、その下、４款衛生費、１項保健衛生費、２目予防費説明説明欄、感

染症対策事業費、２，０９８万３，０００円の増額になります。こちらは新型コロ

ナワクチン代の見直しにより、昨年末時点で７，０００円としていた接種費用が１

万５，３００円程度となり、８，３００円の超過が見込まれることから、想定接種

者数の２，５２８回分を乗じた分を増額するものでございます。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 
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  続きまして、８款消防費、１項消防費、５目災害対策費、説明欄、災害対策推進

事業費防災備品購入費１９９万９，０００円でございます。歳入で御説明しました、

コミュニティ事業助成金の地域防災分を活用しまして、災害など停電時の非常用電

源に使用できるポータブル電源及びソーラーパネルを整備するものでございます。

１４セット購入し、各自主防災会１セットずつ配付する予定でございます。 

○参事兼学校教育課長（田中栄之） 

  続いて９款教育費、１項教育総務費、２目事務局費、説明欄、１つ目になります。

給食事業特別会計繰出金２３３万１，０００円の増額、物価高騰の影響が長期化す

る中、学校給食の食材調達においても大きな影響を受けてございます。学校給食費

の保護者負担を増やすことなく、安心・安全で質の高い給食を安定的に提供するた

め、物価高騰分につきまして、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し

まして、所要額を給食事業特別会計に繰出すものでございます。 

  ２つ目としまして、育英奨学金関係費、貸付金２４万円の増額、歳入でも御説明

申し上げましたように、現時点で新規利用者が２名あったことから、貸付金を増額

するものでございます。 

  ３つ目としまして、外国籍児童生徒の日本語指導関係費２２５万６，０００円の

増額、本年６月より文命中学校２学年にカンボジア籍の生徒が在学をしてございま

す。当該生徒におかれましては日本語が全く話せないという状況でございますので、

ここで日本語指導員を雇用しまして、必要な教育的支援を行いたいと考えてござい

ます。ついては指導員雇用に係る報酬、職員手当、費用弁償を計上するものです。 

次のページに移ります。５項の幼稚園費になります。 

１目幼稚園管理費、説明欄、幼稚園管理運営関係費、修繕料を５２万４，０００

円の増額、こちらは幼稚園バスのＤＰＦマフラーを経年劣化のため交換するもので

ございます。ＤＰＦマフラーと申しますのは、ディーゼルエンジンの排気ガスに含

まれる粒子状物質や黒鉛いわゆるＰＭですね。こういったもの、それから有害物質

をフィルターで捕集し除去する装置のことでございます。点検事業者に確認しまし

たところ、ＤＰＦマフラーを交換しなかった場合、バスの故障を走行不能に至ると

いうことでございました。 

よってここで緊急性が高いと判断をいたしましたので、当該事業に要する経費を

補正計上しまして、対応を図ることで安心安全な運行を継続するものでございます。 

○生涯学習課長（田代孝和） 

  続きまして、６項社会教育費、２目公民館費でございます。説明欄、図書室運営

事業費、会計年度任用職員報酬１７万９，０００円の増額でございます。 

  こちらは庁舎１階町民プラザに設置しております、臨時図書室の開館日を拡充し、

子どもたちの夏休み等に合わせて土曜日、日曜日についても開館したいため図書館

司書等の会計年度任用職員に係る報酬を増額するものでございます。 

○財務課長（高島大明） 

  続いて１３款予備費です。今回の補正による歳入歳出の差額について予備費を５
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１９万８，０００円減額することにより調整いたします。 

○参事兼企画政策課長（岩本浩二） 

大変失礼いたしました。７ページにお戻りいただいて、歳入の総務費、２項総務

費寄附金になります。改めて１７款款寄附金、１項寄附金、２目総務費寄附金、説

明欄、地方創生応援税制に係る寄附金になります。 

  こちらは令和６年度に受領いたしました３社からの企業版ふるさと納税になりま

す。こちらを活用し、横断旗に活用し、当てるものとなります。 

  以上です。大変失礼いたしました。 

○財務課長（高島大明） 

  説明は以上となります。御審議のほど、よろしくお願いいたします。 

○議長（山本研一） 

  説明が終わりましたので、質疑を行います。質疑をどうぞ。 

  ５番、武井議員。 

○５番（武井正広） 

５番、武井です。８ページでしょうか。支出の価格高騰重点支援給付金関係のと

ころなのですけれども、先ほどの説明の中で、住民税非課税世帯３５０世帯という

ようなお話がありました。ちょっと伺いたいのが、この中で、いわゆる高齢者の年

金で生活されているような世帯の割合というのは、要は３５０世帯の中で高齢者の

そういったところの割合というのは、どの程度なのかとかというのは、何か数字と

かあるのでしょうか。その辺をもしお聞かせいただければと思います。 

○議長（山本研一） 

  参事兼福祉介護課長。 

○参事兼福祉介護課長（中戸川進二） 

ただいまの御質問にお答えいたします。対象者の年齢構成等につきましては、ま

だ厳格に特定はできてないという状況でございますので、お答えといたしましては

現在のところまだちょっと分かっていないということで御理解いただければと思い

ます。 

○議長（山本研一） 

  ほかに質疑はございませんか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  ないようですので続いて討論を行います。 

  討論のある方いらっしゃいますか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  討論がないようですので、採決を行います。 

  議案第３１号 令和６年度開成町一般会計補正予算（第１号）について、原案に

賛成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押してください。ボタンの押し
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忘れはございませんか。採決を締め切ります。 

 （賛 成 全 員） 

○議長（山本研一） 

  採決の結果、賛成全員によって、可決しました。 

  日程第１０ 議案第３２号 令和６年度開成町給食事業費特別会計補正予算（第

１号）について、を議題とします。予算書の説明を担当課長に求めます。 

  参事兼学校教育課長。 

○参事兼学校教育課長（田中栄之） 

  それではファイルナンバー６番を御覧いただきたいと思います。 

  議案第３２号 令和６年度開成町給食事業特別会計補正予算（第１号）について

御説明をいたします。予算書２ページを御覧いただきたいと思います。 

第１表 歳入歳出予算補正となります。 

初めに歳入でございます。２款繰入金、１項他会計繰入金、補正額２３３万１，

０００円、歳入合計では補正前の額１億１，２０５万８，０００円に、補正額２３

３万１，０００円を加えまして、１億１，４３８万９，０００円となります。 

続いて３ページを御覧いただきたいと思います。 

歳出です。１款給食事業費、１項給食材料費、補正額２３３万１，０００円。歳

出合計では、補正前の額１億１，２０５万８，０００円に、補正額２３３万１，０

００円を加え、１億１，４３８万９，０００円となります。 

次に７ページを御覧いただきたいと思います。歳入歳出補正予算事項別明細書に

より御説明を申し上げます。 

歳入につきましては、一般会計からの繰入金２３３万１，０００円を、給食材料

費に増額するものでございます。 

続いて８ページを御覧いただきたいと思います。歳出です。給食材料費２３３万

１，０００円を増額するものでございます。説明欄に内訳がございます。 

開成小学校６０万５，０００円、開成南小学校８４万８，０００円、文命中学校

７２万５，０００円、開成幼稚園１５万３，０００円。 

  説明は以上となります。御審議のほどよろしくお願いをいたします。 

○議長（山本研一） 

  説明が終わりましたので、質疑を行います。質疑をどうぞ。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  ないようですので、続いて討論を行います。 

  討論のある方いらっしゃいますか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

討論はないようですので、採決を行います。 

議案第３２号 令和６年度開成町給食事業特別会計補正予算（第１号）について、
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原案に賛成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押してください。ボタン

の押し忘れはございませんか。採決を締め切ります。 

 （賛 成 全 員） 

○議長（山本研一） 

採決の結果、賛成全員によって可決しました。 

日程第１１ 報告第４号 繰越明許費繰越計算書の報告について、を議題としま

す。説明を担当課長に求めます。 

  財務課長。 

○財務課長（高島大明） 

  それでは、報告第４号 繰越明許費繰越計算書の報告について御説明いたします。 

  この報告は、地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により、普通地方公共団

体の長は、繰越明許費に係る歳出予算の経費を翌年度に繰り越したときは、翌年度

の５月３１日までに繰越計算書を調製し、次の会議においてこれを議会に報告しな

ければならないとされていますので、今回報告するものです。 

  それでは資料の２ページを御覧ください令和５年度開成町繰越明許費繰越計算書

です。 

  まずは一般会計について御説明いたします。表を御覧ください。 

  ２款総務費、１項総務管理費事業名、事業名、公有地管理費、金額６，４３７万

２，０００円、翌年度繰越額４，１０９万２，０００円。財源内訳は、未収入特定

財源、国県支出金２，５６９万９，０００円、一般財源１，５３９万３，０００円

です。 

  続いて同じく２款総務費、１項総務管理費、事業名、戸籍システム管理費、金額

４４３万３，０００円、翌年度繰越額４４３万３，０００円、財源内訳は、未収入

特定財源、国県支出金４４３万３，０００円です。 

  続いて３款民生費、１項社会福祉費、事業名、価格高騰重点支援給付金給付関係

費追加分、金額７８７万７，０００円、翌年度繰越額７８７万７，０００円。財源

内訳は、未収入特定財源、国県支出金７８７万７，０００円です。 

  続いて同じく３款民生費、１項社会福祉費、事業名、価格高騰重点支援給付金給

付関係費（均等割課税及びこども加算）、金額３，２０６万９，０００円、翌年度

繰越額３，２０６万９，０００円。財源内訳は、未収入特定財源、国県支出金３，

２０６万９，０００円です。 

  続いて４款衛生費、１項保健衛生費、事業名、新型コロナウイルスワクチン接種

事業費、金額１０５万２，０００円、翌年度繰越額１０５万１，３００円、財源内

訳は、既収入特定財源、９１万８００円、未収入特定財源、国県支出金１４万５０

０円です。 

  続いて７款土木費、２項道路橋りょう費、事業名、町道改良事業費、金額１２６

万４，０００円、翌年度繰越額１２６万３，７００円、財源内訳は、一般財源１２

６万３，７００円です。 



－２９－ 

  続いて同じく７款土木費、２項道路橋りょう費、事業名、橋りょう整備事業費、

金額１，３００万円、翌年度繰越額９７７万円、財源内訳は未収入特定財源、国県

支出金４５０万円、一般財源５２７万円です。 

  続いて７款土木費、４項都市計画費、事業名、駅前通り線周辺地区土地区画整理

事業費、金額１億７，８２０万円、翌年度繰越額１億７，８２０万円、財源内訳は、

未収入特定財源地方債１億７，８２０万円です。 

  以上、８事業による合計金額は、３億２２６万７，０００円です。翌年度繰越額

は２億７，５７５万６，０００円。財源内訳は、既収入特定財源９１万８００円、

未収入特定財源、国県支出金７，４７１万８，５００円、地方債１億７，８２０万

円、一般財源２，１９２万６，７００円です。 

  次に資料の３ページを御覧ください。駅前通り線周辺地区土地区画整理事業特別

会計について御説明いたします。 

  こちらまず２款事業費、１項土地区画整理事業費、事業名、駅前通り線周辺地区

土地区画整理事業費、金額５億４，８１９万９，０００円、翌年度繰越額５億３，

３７１万６９７円。財源内訳は、未収入特定財源、国県支出金７，８９０万円、地

方債２億円、その他１億７，８２０万円、一般財源７，６６１万６９７円の１事業

です。 

  以上で、報告第４号 繰越明許費繰越計算書の報告についての説明とさせていた

だきます。 

○議長（山本研一） 

  説明が終わりましたので、質疑に入ります。質疑をどうぞ。 

  １番、清水議員。 

○１番（清水友紀） 

  １番、清水です。一般会計の７款の４項都市計画費の１億７，８２０万円なので

すけれども、こちら実際、どの区分に当たるかというのがめどがついてこの金額が

出たと思うのですけれども、区分はどちらというのが、もう決定しての金額なので

しょうか。そうでしたらお示しいただきたいと思います。 

○議長（山本研一） 

  都市計画課長。 

○都市計画課長（柏木克紀） 

  それではただいまの御質問にお答えをさせていただきたいと思います。区分につ

きましては、当然ながら駅前通り線区画整理事業の中で、地権者様と交渉させてい

ただいております用地等の購入、または補償費に充てるというところで、お金のほ

うは計画しておりましたが、その部分に今回繰越しをさせていただいて、今年度充

てさせていただこうと考えているものでございます。 

  以上です。 

○議長（山本研一） 

  １番、清水議員。 
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○１番（清水友紀） 

用地の購入または保証というところですけれども、実際、今、特に補償の件で、

資材高騰などで金額が変動しているところがありますけれども、時間がたつにつれ

て、そのような金額率というか、その金が上がってくるようなことはあるのでしょ

うか。 

○議長（山本研一） 

  都市計画課長。 

○都市計画課長（柏木克紀） 

  それではただいまの御質問にお答えをさせていただきたいと思います。 

補償費の算定につきましては、当該年度にお示しをさせていただいた金額で交渉

をさせていただいております。ですので、令和５年度中に指し示させていただいた

方につきましては、令和５年度中の国が算定された単価を使用させていただき、令

和６年度に御提示をさせていただく金額につきましては、令和６年度の単価を採用

させていただきますので、単価の高騰はその年度において、求償して提示をさせて

いただいております。 

  以上です。 

○議長（山本研一） 

  １番、清水議員。 

○１番（清水友紀） 

では、昨年度の繰越ですけれども、国庫支出金などある中で、地方債からという

ところに理由があればお示しください。 

○議長（山本研一） 

  財務課長。 

○財務課長（高島大明） 

こちらの財源の充て方というところにつきましては、こちらのものについては、

繰越明許ということで、令和５年度予算において予定していたものについて、令和

５年度中に事業が終わらないというところなので、今回これ３月議会のところの補

正のところで繰越明許ということで設定をさせていただきまして、その結果につい

て報告させていただいているというところです。それについてはというところで言

うと、令和５年度の予算審議のところの段階で、既にこの事業について特定財源と

して地方債この額を充てると。その予定していた事業について繰り越す形になるの

で、その地方債についても、そのまま繰り越すという形で今回繰越明許の報告をさ

せていただいているところです。 

○議長（山本研一） 

  ほかに質疑はございませんか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  ないようですので、以上で、報告第４号 繰越明許費計算書の報告についての報
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告を終了します。 

日程第１２ 報告第５号 事故繰越し繰越計算書の報告について、を議題としま

す。説明を担当課長に求めます。 

  財務課長。 

○財務課長（高島大明） 

それでは、報告第５号 事故繰越し繰越計算書の報告について御説明いたします。 

この報告は、地方自治法施行令第２２０条第３項ただし書の規定による予算の繰

越について、地方自治法施行令第１５０条第３項の規定によって報告するものです。

言い換えますと、繰越明許費に関する規定、先ほどの翌年度の５月３１日までに繰

越計算書を調製し、次の会議においてこれを議会に報告しなければならないという

規定について、事故繰越しに準用されることということになりますので、今回報告

するものとなります。 

それでは資料の２ページを御覧ください。令和５年度開成町事故繰越し繰越計算

書です。表を御覧ください。駅前通り線周辺地区土地区画整理事業特別会計になり

ます。 

２款事業費、１項土地区画整理事業費、事業名、駅前通り線周辺地区土地区画整

理事業費、支出負担行為額９，９７９万６，８００円について、内訳としては、支

出済額７，９７９万６，８００円、支出未済額２，０００万円です。 

翌年度繰越額は２，０００万円、財源内訳は一般財源２，０００万円、事故繰越

に係る説明としましては、被保証者の移転に日時を要したため、事故繰越するもの

となります。事故繰越しについては、以上の１事業となります。 

以上で、報告第５号 事故繰越し繰越計算書の報告についての説明とさせていた

だきます。 

○議長（山本研一） 

説明が終わりましたので質疑に入ります。質疑をどうぞ。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

ないようですので、以上で報告第５号 事故繰越し繰越計算書の報告についての

報告を終了します。 

日程第１３ 報告第６号 繰越計算書の報告について、を議題とします。説明を

担当課長に求めます。 

  都市整備課長。 

○都市整備課長（井上 昇） 

それでは、報告第６号 繰越計算書の報告について、御説明いたします。 

  これは令和５年度開成町水道事業会計のうち、建設改良に係る予算を地方公営企

業法第２６条第３号の規定に基づき、繰越しいたしました。予算の繰越しにつきま

しては、地方公営企業法第２６条第３項の規定により、管理者は、地方公共団体の

補佐に繰越額の使用に関する計画について報告するものとし、報告を受けた地方公
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共団体の長は、次の会議においてその旨を議会に報告しなければならないとされて

おります。 

それでは、２ページ目を御覧ください。令和５年度開成町水道事業会計予算繰越

計算書。 

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額。１２款資本的

支出、２項増設改良費、事業名、排水施設整備工事、予算計上額３，８５０万円、

翌年度繰越額３，８５０万円、説明欄、新型コロナウイルス感染症の影響により、

更新機器の部品不足となり、納入が遅れたことによるものです。 

以上、令和５年度開成町水道事業会計予算繰越計算書の報告とさせていただきま

す。よろしくお願いします。 

○議長（山本研一） 

  説明が終わりましたので、質疑に入ります。質疑をどうぞ。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  ないようですので、以上で報告第６号 繰越計算書の報告についての報告を終了

いたします。 

  日程第１４ 報告第７号 開成町土地開発公社の経営状況について、を議題とし

ます。説明を公社理事長に求めます。 

○公社理事長（石井 護） 

  大変失礼いたしました。それでは、開成町土地開発公社の経営状況について御報

告いたします。 

ファイルナンバーは１０番になります。まず議案の朗読からさせていただきます。 

報告第７号 開成町土地開発公社の経営状況について。 

地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、令和５年度事業報告及び決算並

びに令和６年度事業計画及び予算を別添のとおり提出する。 

令和６年６月２１日提出、開成町長、山神裕。 

それでは議案の４ページを御覧ください。４ページは、令和５年度事業報告書で

ございます。 

  １の公有地取得状況と２の公有地売却状況は実績がございません。 

  ５ページを御覧ください。３の重要庶務事項から、６の職員に関する事項は記載

のとおりでございます。 

  続いて、決算書表でございます。１つ飛んで７ページの損益計算書を御覧くださ

い。 

  （４）の事業外収益は、受取利息３４４円、雑収益３万８，０００円で、経常利

益は３万８，３４４円で、当期純利益となります。 

  戻って６ページを御覧ください。１の貸借対照表、資産の部、（１）流動資産は、

現金及び預金と公有用地で、流動資産合計は３億４，５７７万４，７１９円であり

ます。 
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（２）の固定資産はありません。よって、資産合計は同額であります。 

負債の部、（３）の流動負債は１年以内返済予定の長期借入金という前受金で、

流動負債合計は２億２，９９８万３，１２５円であります。 

（４）の固定負債は、長期借入金８，８３５万６，２５０円で、負債合計は３億

１，８３３万９，３７５円でございます。 

資本の部、（５）の資本金は５００万円で、資本金合計は同額でございます。 

（６）の準備金は、前期繰越準備金と当期純利益で準備金合計は２２４３万５３

４４円で、資本合計は、２，７４３万５，３４４円でございます。負債資本合計は

３億４，５７７万４，７１９円となります。 

続いて、８ページの３、キャッシュフロー計算書と、９ページの４、財産目録並

びに１０ページの５、附属明細書は記載のとおりでございます。 

続いて１３ページを御覧ください。令和５年度の収入支出決算説明書になります。 

重複する部分及び当初予算額並びに差引き増減等は省略をさせていただきます。 

公社が取得した庁舎周辺環境整備用地の町からの買戻しに関わる土地売却収入が

３，７６２万８，１２５円、令和４年度からの繰越金が１，３７４万５，９８４円、

事業外収入３万８，３４４円を合わせまして、収入合計は５，１４１万２，４５３

円となっております。 

支出は金融機関への借入金償還金が３，５５６万８，７５０円、この償還金に対

する支払利息が２５万８４２円で、支出合計は３，５８１万９，５９２円となりま

す。 

収入支出差引額の１，５５９万２，８６１円が、令和５年度から令和６年度へ繰

り越す額となりました。 

  続いて１５ページを御覧ください。開成町土地開発公社の令和６年度の事業計画

予算等について御説明いたします。 

令和６年度においては、土地取得、土地売却共に予定はございませんが、窓口設

定といたしまして、その他の項目に１，０００円を計上しております。 

続いて１６ページを御覧ください。令和６年度開成町土地開発公社予算及び資金

計画でございます。 

第２条第１項の規定のとおり、収入支出予算総額を収入支出５，６６７万８，０

００円と定めております。 

なお収入支出予算については、１７ページの第１表、収入支出予算、借入金につ

いては、１８ページの第２表、借入金、資金計画については、１９ページの第３表、

資金計画によるものとしております。 

恐れ入りますが、１７ページにお戻りください。 

第１表、収入支出予算でございます。収入としては、事業収入、土地売却収入４，

１０９万１，０００円、繰越金に１，５５８万５，０００円、事業外収入は利息収

入に１，０００円、雑収入に窓口設定の１，０００円を計上しております。 

このうち、土地売却収入は、平成２８年度と令和３年度に公社が先行取得いたし
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ました庁舎北側用地及び公用車駐車場用地について、町が１６回の分割払いで、買

戻しを行うこととなっておりますので、そのうち庁舎北側用地の２回分の売買代金

と公用車駐車場用地２回分の売買代金でございます。 

  次に支出といたしましては、事業費、土地取得費に窓口設定の１，０００円、管

理費、一般管理費に３，０００円、借入金償還金に３，８６１万３，０００円、事

業外支出支払利息に１９万５，０００円、予備費に１，７８６万６，０００円を計

上しております。 

１８ページを御覧ください。第２表 借入金でございます。 

公有地等取得管理資金として、５億円を限度に記載のとおり金融機関からの借入

れを行うことができる旨をあらかじめ定めたものでございます。 

１９ページを御覧ください。第３表 資金計画でございます。受入資金、支払資

金について記載しておりますが、詳細は第１収入支出予算と重複しますので、説明

は省略させていただきます。 

２０ページの令和６年度収入支出予算説明書については、第１表収入支出予算で

御説明させていただきましたとおりでございます。 

若干戻ってですが、説明書には記載があったと思いますが、雑収益で３万８，０

００円という数字があります。６年度については窓口設定で１，０００円という形

なんですが、これは記載のとおり、東京電力の電柱が敷地内にございまして、それ

の占用料という形での収入でございます。しかし３万８，０００円という数字だと

占用料からすると多いのですが、これ実は東京電力から連絡がございまして、東電

のほうでよくよく調べたら、土地開発公社の土地開発公社、個人の方からその土地

を買ったわけですけども、電柱が建っていると。その占用料がどうも東電の中でも

所有者が云々変わったりなどして、整理されていなくて、払っていなかったので大

変申し訳なかったということで、過去の分も一緒に３万８，０００円収入があった

ということでございますので御理解いただければと思います。 

  報告は以上とさせていただきます。 

○議長（山本研一） 

  説明が終わりましたので質疑に入ります。質疑をどうぞ。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（山本研一） 

  ないようですので、以上で報告第７号 開成町土地開発公社の経営状況について

の報告を終了します。 

これをもちまして、本日の日程は全て終了いたしました。 

  明後日の６月２３日の日曜議会は、午前９時から１１名の議員が一般質問を行い

ます。 

  本日はこれにて散会いたします。皆様、大変お疲れさまでした。 

午前１１時０４分 散会 

 


